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清末江蘇における地方自治の構築と教育会
江蘇教育総会による地域エリートの「改造」
高　田　幸　男
要旨　1906年上海の教育団体江蘇教育総会が法政講習所を設立する。法政講習所は，
当初，単に地方自治の準備のために法律・政治の知識を普及することを目的としていた
が，短い期間に，教育総会その他諸団体の立憲制・地方自治制を求める運動や，それに
突き動かされた清朝の立憲制・地方自治制実施プランの進展に対応し，比較的高度な法
律・政治の人材養成へ，さらに地方自治を担うことのできる最低限の学識を持った人材
の養成へと方針を転換していった。法政講習所は，その名称から受ける印象とは異なり，
むしろ会員以外の地域エリートを立憲制・地方自治実施のための人材に「改造」し，聴
講を契機に教育総会への入会を促し，あるいは教育総会もその一環を形成していた立憲
運動の人的ネットワークを構築する機関であった。法政講習所はわずか3年で閉鎖され
るが，その事業はそのまま預備立憲公会へ引き継がれることになる。
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1．はじめに
　かつて中国には，周知のように科挙とよばれる高等官資格試験があった。それは，階以来千
三百年余りにわたって実施され，特に宋以降官僚選抜の主たる手段となり，「科挙制度の中
に教育を包摂させ，然らざるも教育制度を科挙制度に隷属させ，教育を以て殆ど科挙に対する
受験準備たるの観あらしむる」という状況を現出させだ）。
　1901年に始まるいわゆる「新政」は，清朝再建のための全面的改革で，1902年の「欽定学
堂章程」および1904年の「奏定学堂章程」により近代学制が樹立され，科挙は1904年を最後
に廃止される。そして近代式教育においては，科挙に隷属した旧式教育に代わって官僚等人材
を養成するだけでなく，一方で旧式教育にはなかった国民教育の実現が目指されることになる。
ここでいう国民教育には，近代国家の成員たる国民を創造し，その国民を「忠君」，「尊孔」の
精神で陶冶し，さらには立憲制施行の社会的基盤を形成することが求められた2）。だが，近代
式教育の普及はまだ緒についたばかりであり，新式官僚の養成も，国民教育の普及も，実現に
はほど遠い状況にあった。
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　この新政の進展を地方から促し，政治的基盤を築いていったのが，学会や商会に結集した開
明的な地域エリートである。筆者はすでに，長江下流域一帯において，学会とよばれる教育を
主たる活動範囲とする結社が，教育会として清朝に公認・統制されつっも，狭義の教育分野に
とどまらず地方自治を志向するさまざまな活動を展開していたこと，この活動の中核が張審率
いる江蘇学務・教育総会（190与年に結成された江蘇学務総会は，翌年江蘇教育総会に改組さ
れる。そのため，本稿では両者を総称する場合，このように表記する）であったことを明らか
にしてきた3）。
　本稿では，これらの成果を受けて，江蘇学務・教育総会が立憲制と地方自治の早期実現を目
指しておこなった事業の一例として，法律・政治（以下，当時の用語に従い法政と略称する）
の知識の普及と人材養成のために設立した法政講習所をとりあげ，その考察をおこなう。筆者
がこの法政講習所に着目したのは，国民政府財政部常務次長（日本の事務次官に相当）の賞士
毅（1887年～1965年）が講習所出身であることを知ったのがきっかけであった4）。後述するよ
うに，法政講習所の受講期間は半年ないし1年に過ぎず，賀士毅のような事例を，単純に講習
所の教育事業の成果としてとらえることはできない。だが，頁にとって法政講習所入学が人生
の転換点であったことはまちがいない。法政講習所がどのような目的のもとに設立・運営され，
地域エリートはそこで学ぶことにより何を得たのか，以下，検討することにしよう。
　なお史料としては，おもに江蘇学務・教育総会が刊行していた『江蘇学務・教育総会文腰』
（以下，『文腰』）および当時の上海の有力紙である『申報』を使用する5）。
ll．法政講習所の設立
　教育団体である教育会が，なぜ法政講習所を設立したのか。江蘇学務総会が法政講習所を設
立した経緯をたどり，その意図を検討することにしよう。
　1．法政講習所の設立構想
　新政期に各地に結成された学会・教育会は，前稿でも見たように，1906年に清朝の中央教
育行政機関である学部が公布した「教育会章程」によって，教育行政機関を補助する機関と位
置づけられ，その活動範囲も教育の調査研究に限定されることになった。「教育会章程」の第
11条「会でおこなうべき事務」は，教育研究会や教員速成機関である師範伝習所，あるいは
教育普及の宣伝機関である宣講所，図書館，教育品陳列館など教育の研究・普及に関する機関
の設立をあげているが，法政講習所やそれに類する法律・政治の啓蒙・教育機関は含まれてい
ない6）。法政講習所の設立は，江蘇学務総会独自のものだったのである。
　ではなぜ江蘇学務総会は独自に法政講習所を設立したのだろうか。江蘇学務総会が1905年
12月の結成大会で議決した「江蘇学務総会暫定章程」には，「二。宗旨」に「丁．地方自治を
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預備〔準備〕する」を掲げ，「最近朝廷が大臣を特派し各国の政治と法律を考察させた。将来
地方自治を行政の基礎とすべきであり，政法・警察等の速成科を設立して地方裁判・警察の補
助を養成しなければならない」とある7）。前稿でも指摘したように，これは人材養成を通じて
地方自治に積極的に関与する姿勢を示したもので，中央の「教育会章程」公布後も堅持される
江蘇学務・教育総会の活動の柱の一っであった8）。ただ「暫定章程」に人材養成の具体策が明
記されているわけではなく，それが現れてくるのは翌1906年春である。
　4月初め，江蘇学務総会は沈同芳の提案を受けて「法政研究会」を設置する。講員（講師）
に起用されたのは雷奮で，まず1ヵ月講義をおこない，この年の後半には法政講習所に拡充し，
会員以外からも聴講者を募集することとなった9）。この場合，研究会といっても研究組織では
なく，おそらく講師を招いて講義を受ける学務総会会員向けの小規模な講習会・勉強会であっ
たと思われる且o）。
　講員となった雷奮（1877年～？）は，南洋公学（上海交通大学の前身）を出て1901年に日
本に留学し，革命派の集会などにも参加しているが，帰国後しばらくして君主立憲を主張する
『時報』紙の記者となり，1906年には立憲派の政聞社のメンバーにもなっていた1D。後述する
法政講習所の認可申請文によると，このほか留学などを経験し法政に明るい上海の名士が「名
誉講員」として出講しており，具体例として宋育仁の名があげられている12）。
　法政研究会は好評だったのであろう。9月になると，予定どおり法政講習所が正式に認可・
設立されることになる。まず，江蘇学務総会附設法政講習所が七月二十日（9月8日）に開講
する旨の広告が，8月21日から連日『申報』に掲載される13）。そして両江総督・江蘇巡撫およ
び学部の認可を得，9月8日に講習所の開講式が開催されるのである14）。
　認可申請文において学務総会は，近年各省に学堂（近代式学校の辛亥革命以前の呼称）が林
立しているが，法政分野だけは官立学堂に依存していて省の人材が不足しており，時局に対応
できなくなっているとして，人材養成の必要を説き，春以来の法政研究会の実践を紹介する。
そして，日本への速成留学を一律廃止し，国内の専門教育を強化するという学部の方針を受け
て，日本では高等小学校以上における法政教育で国民性の陶冶・文明進歩の助成をおこなって
いるのに対し，中国の上下各階層における法政知識の普及が立ちおくれていることを指摘する。
下半年に設立する法政講習所は，学費の徴収だけでは経費が不足するため会で補填しているが，
将来は規模を拡充して朝廷の法政重視の意に副いたいとしている’5）。ここには「立憲」や「地
方自治」の文字は一切見られず，法政人材の養成と法政知識の普及を訴えるにとどまっている。
　これに対し江蘇巡撫陳肇龍も，
　　外交内治の方針は官吏のみが研究すべきことではなく，紳民〔紳士＝地域エリートと庶民〕
　　もまた通暁すべきである。まして訴訟法がまさに試行されようとしているので，特に官は
　　裁判の人材を蓄積しておかねばならない。江蘇省はすでに法政学堂が開校してはいるが，
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　　経費不足のため学生定員は少なく，まさにその拡充が待たれている。該紳〔張春〕らが学
　　会に法政講習所を附設し，教育を広めようとしていることは，まことに官立学堂の及ぼな
　　いところを充分補うもので，議決した章程もまたきわめて妥当である
と，あくまで法政人材の養成という範囲内で高い評価を下している’6）。
　申請文に添付された「法政講習所章程」は，設立の宗旨（趣旨，基本方針）として，法政知
識の講習により地方自治を預備すると記すのみで，ここでも「立憲」という文言は一切ない
（表1）。だが法政講習所開会式では，まず来賓の鄭孝胃が日本の立憲制施行の経緯にっいて演
説し，っいで学務総会を代表して馬良が，「立憲を預備したければ国民はまず国民の義務を知
らなければならない」「中国では人々が主人公である所以を研究すべきであり，それゆえ法政
〔の研究〕はもっとも急ぐべきことなのである」と演説し，また清朝の「預備立憲の上諭」に
対し学部へ祝電を打ったことが報告されており，同講習所の設立が立憲制実施へ向けての布石
であることを強くアピールしているのである17）。
　この夏，前年に各国の法政を考察するため派遣されたいわゆる「五大臣」が続々帰国してお
り，朝野に立憲制実施をめぐる議論が高まっていた。そして学部が法政講習所を認可したのは
9月1日18）。この日は，清朝政府が「預備立憲の上諭」を下して将来の立憲制への移行を明示
した日でもあった。ただ上諭は，「現在は規制が整備されておらず，民智も開かれていない」
とし，当面は官制や法律の整備とともに教育の普及，財政の整理等をおこない，「紳民」に国
政をよく理解させ，立憲の基礎を預備するものとしていた19）。
　この上諭が『申報』に掲載されたのは9月3日で，翌々日同紙一面トップに新聞各社共同の
慶祝広告と並んで「江蘇学務総会慶祝立憲之広告」が掲載される。財界の有力団体である上海
商務総会等各界が慶祝広告を掲載するのはその翌日であり，立憲制実施に向けて江蘇学務総会
が主導的立場にいることを示している2°）。
　江蘇学務総会の法政講習所設立は，このように立憲制実施への流れに先んじたものであった。
ただこの時，江蘇学務総会自体，「教育会章程」に基づく改組という難問に直面していた21）。
法政講習所は，その附設機関であるという性格上，立憲制はおろか，地方自治との関連も極力
ぼかしたかたちで認可申請をおこなったものと思われる。
　2．カリキュラム等諸制度
　次に，正式に認可設立された法政講習所のカリキュラム等諸制度の内容にっいて見ることに
しよう。
認可申請文に添付された「法政講習所章程」は次のようなものであった（表1）。
　これによると，カリキュラムは政治・法律・「理財（財政管理）」・史学の4っの柱からなり，
これを毎日3時間の講習に配分し，欧米の政治学・法学の理論や歴史と現状から中国が当面す
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表1法政講習所章程（1906年）
第一　総則
　第一条本〔講習〕所は江蘇学務総会が設立するもので，政法要義および本国現行法制を講習し，法
　　　　　政を学んだことがない者の補習に役立て，地方自治実行の預備とすることを宗旨とする。
　第二条　しばらく新關醤園一弄江蘇学務総会会所を講習の会場とする。
第二　学科　修業期限
　第三条　本所が講ずる科目は国家学，国法学，比較憲法，行政法，本国官制，地方自治制（以上政治），
　　　　　法学通論，民法要論，刑法汎論，本国新旧律例，国際公法，国際私法（以上法律），経済学，
　　　　　財政学（以上理財），最近政治史，各国憲法史，最近外交史（以上史学）
　第四条　毎日3時間，午後1時より4時まで修業〔受講〕し，半年で卒業とする。
第三　課程表
　第五条　半年を20週とし，今学科と時間の分配に便利にする。そのため20週を4期に分け（5週を
　　　　　1期とする）左のような表とする〔表2〕。
第四　定員数
　第六条　定員は60人。まず学務総会会員が申し込み，不足分は別途募集する。
　第七条　本所は各科目ごとに別に傍聴署名簿を若干冊設ける。学務総会会員の傍聴希望者は1ないし
　　　　　数科目を選んで名簿に署名できるが，毎科目20人を限度とする。
第五　聴講資格
　第八条　聴講希望者は，江蘇学務総会会員以外は，本省外省を問わずみな必ず会員相当の資格を持ち，
　　　　　会員1人の紹介を必要とする。
第六　学費
　第九条　申し込み時に学費12元（会員半額），雑費2元を予納し，傍聴者は雑費2元のみを支払う。
　　　　　いずれも食住の供与を受けない。
　第十条　申し込み後は開講時に出席できなくなったり中途で受講をや砕ても，納入した学費・雑費は
　　　　　一切返還しない。
第七　講義室規則
　第十一条　講義開始時終了時に鐘を鳴らし，まず講員が入り，最後に講員が出る。
　第十二条　講員の講義中は一切質問をしない。
　第十三条　質問の応答〔の時〕は必ず起立をする。
　第十四条　同席者は問答をしない。
第八　附参観規則
　第十五条　講義室の参観希望者は必ず本会職員の案内を受ける。
　第十六条　講義室を参観する時は俳徊，談笑や喫煙や吐疾をしてはならない。
出典：「上学部設法政講習所公呈」（『江蘇学務総会文順』初編，上pp．33～36）
る政治・法制度等の問題までを，5週ずっ4段階で要領よく学べるようになっていた。章程に
は講師についての規定はないが，前述の申請文によれば，研究会から引き続き雷奮を正講員と
し，雷の担当以外の中外法政各科目は，会員中から数人を選抜して分担させ，「智識を互換す
る」としている22）。「智識の互換」とは，この場合，会員各自の学識を相互に摂取するという
ことだが，蘇雲峰氏によれば，張之洞は南京の三江師範学堂創立にあたって日中両国教員の
「知識の互換」を重視していたという23）。少ない財源で多彩な講師陣を揃えるというだけでな
く，あるいは張春らも張之洞の影響を受け，講師同士の「智識の互換」による質的向上を意図
していたのかもしれない。
ちなみに雷奮は，この時無報酬で主任をしており，1年度の学期終了後に教育総会が賞金を
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授与しようとしたが固辞したという。結局，雷は前後3年間主任講員を務めることになるが，
講習所の閉鎖にあたり，会として雷に200金を授与することを決め，あわせて雷に受け取りを
固辞しないよう要請している24）。
　聴講資格については，特に規定はなく，会員を優先するものの，会員以外でも会員1名の紹
介で聴講できた（会員は特定の科目のみを傍聴することもできた）。とはいえ，受講料等20元
を一括予納し，半年間毎日，午後の大半を聴講に費やせる者は限られている25）。また講義室規
則は講義室内での所作をいちいち規定していて，まるで小学校のようであるが，要するに，聴
講者が学校教育・生活というものを経験的に理解していないことを前提とした規定なのである。
聴講者についてはIVで分析するが，「紳民」のうちの「紳」，地方自治や立憲制導入に積極的に
関与しようとする地域エリートが対象である。だが，書院等における旧来の教育しか受けてい
ない者にも聴講できるよう，敷居を低くし，かっ短期間で一定の法政知識を詰め込もうとする
ものであった26）。さらにのちの規定と比べると，この「章程」には卒業認定に関する規定はな
く，「卒業」といっても受講終了を意味するにすぎなかった。あくまで法政知識の普及が第一
であり，修得度やそれを確認する卒業認定は軽視されたのである。それは申請文でも言及され
ていたように，ある意味では日本速成留学のより簡便な代替物であった27）。
　また，参観規則は同講習所自体がモデルとなって，各地に講習所が設立されることを意図し
ていたことを示している。そして法政知識の「民」へ普及は，同講習所から2次的，3次的に
　　　　　　　　　　　　　表2江蘇学務総会附設法政講習所課程表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）内は毎週の時間数
　　　学期
w科 第1期 第2期 第3期 第4期
政　　　治 国家学（3）
国法学（2） 国法学（2）
本国官制② 本国官制② 本国官制②
比較憲法（3） 比較憲法（3）
行政法（3｝
地方自治制（4｝
法　　　律 法学通論（4）
国際公法② 国際公法②
民法要論（3） 民法要論（3）
本国新旧律例（4） 本国新旧律例（4）
国際私法② 国際私法②
刑法汎論（3）
理　　　財 経済学（2） 経済学（2）
財政学⑧
史　　　学 最近政治史（3）
各国憲法史（3｝
最近外交史（1） 最近外交史（1） 最近外交史（1）
出典：「上学部設法政講習所公呈」（『江蘇学務総会文腰』初編，上pp．　34～35）
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おこなわれることが期待されていたのである。
皿．法政講習所の変遷
　こうして認可設立された法政講習所は，前述のように同年9月8日に開講式をおこない，11
日より講義を開始する。開講式では「聴講申込者は七十余人」と『申報』は報じているが，記
事の末尾に掲げられた聴講員の姓名は68人分である（うち5人は外省人，以下，1906年度生
と呼ぶ）。いずれにせよ，定員を1割以上超えており，このほかに人数は不明だが「労聴員」
がいた28）。
　これらの聴講員の詳細は，次期以降の聴講員と異なり，『文積』にも『申報』にも記載され
ていない。「志は求学にあって，証書にはない」という方針に多数の聴講員が同意したため，
卒業試験はおこなわれず，卒業証書の発行もなかったというve）。「資格」よりも向学心という
当時の聴講員の心意気がうかがえるが，実は卒業証書が発給されていないことが，のちに問題
になっている3°）。そのほかにも，実際に運営するなかでいろいろ問題が出てきたようで，聴講
の修了する年末に教育総会は，次期も引き続き雷奮を主任とし，期間を1年間に延長して聴講
員の要望に応えることにしている31）。そして，それにともない「章程」にも大きな変更が加え
られることになる。おそらく期待が大きかったがゆえに，聴講員などから不満・要望が寄せら
れたものと思われる。以下，この前後の制度改正を見てみよう。
　1．設立2年目の改正
　まず1906年11月6日より開催された江蘇学務総会の年次大会において，法政講習所の位置
づけが明確にされる。前稿でも述べたように，この大会で学務総会は「教育会章程」に準拠す
る江蘇教育総会へと改組するのであるが，その「江蘇教育総会簡章」の「2．宗旨　丁．預備
地方自治」の注記に「政法学堂あるいは講習所を開設し，地方自治の能力を養成する」と明記
されたのである32）。
　そして1907年度クラスの開講を前に，「法政講習所章程」も「法政講習所簡章」へと改正さ
れる（表3）。
　「簡章」はまず，その「宗旨」を，従来の漠然とした「地方自治の預備」から地方自治の人
材養成へと明確化させる。これは「江蘇教育総会簡章」の「宗旨」に合わせたものである。
　カリキュラムも大幅に改められた。講習期間を半年ずっ2学期に分け，各科目を履修する。
科目はおおむね従来の構成を踏襲しているが，政治学では「本国官制」が姿を消し，「政治学」
が加えられたこと，「法学」で「本国新旧律例」が消え，「訴訟法」が加えられたこと，その他，
新たに「統計学」と「日本語」が設置されたことが特に目立つ。これは，従来の官制・法制よ
りも，理論や訴訟・調査統計といった地方自治施行に不可欠な知識を優先するものである。ま
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表3　法政講習所簡章（1907年）
第一章　総則
　第一条　本〔講習〕所は江蘇学務総会が設立するもので，法政を伝習し地方自治の人才を養成するこ
　　　　　とを以て宗旨とする。
　第二条　本所は上海新間醤園一弄に設置する。
第二章　学科　修業期限
　第三条　本所が講ずる科目は政治学，国家学，国法学，比較憲法，行政法，地方自治制，法学通論，
　　　　　民法要論，刑法汎論，訴訟法，国際公法，国際私法，経済学，財政学，政治史，憲法史，外
　　　　　交史，統計学，日本語
　第四条　毎日5時間受講し，1年で卒業とする。
第三章　学期　休業
　第五条　上下半年に分け，2学期とする。
　第六条　休業日は下のごとし　夏休み　日曜日　国慶日　聖誕日〔孔子誕生日〕祭日
第四章　課程表
　第七条　課程表は左のごとし
　　　学期
w科 第1学期 第2学期
政治学 政治学，国家学，国法学 比較憲法，行政法，地方自治制
法　　学 法学通論，民法要論 刑法汎論，訴訟法，国際公法　国際私法
経済学 経済学原理
財政学 財政学
史　　学 　　　　　　　　　　　　　、ﾅ近政治史 憲法史，最近外交史
統計学 統計学
外国語 日本語
第五章　定員数　資格　学費
　第八条　定員は160名で（食住は一切供与しない），まず総会会員を優先〔募集〕し，不足分は別に募集
　　　　　する。
　第九条　聴講員の資格は左のごとし
　　　　　　120歳以上の者　　　　　2　品行方正で〔悪い〕嗜好に染まらない者
　　　　　3講義を筆記できる者
　第十条　学費は30元（総会会員は半額），雑費は4元で，2学期に分けて予納する。
第六章　試験
　第十一条　学期ごとに試験を1回おこない，2回の点数が合格の者には証書を授与する。
出典；「附設法政講習所簡章」（『江蘇教育総会文腰』二編　上pp．156～158）
た日本語学習は地方自治・立憲制のモデルとして日本を重視するもので，これを受けて1907
年度生の中から日本へ視察・留学する者がでてくることになる（後述）。さらに1日5時間と
なったため，聴講員は各科目を毎週2～4時間ずっ半年受講することになり，内容の充実した
ものとなった。
　聴講員に関する規定では，定員数が160人と3倍近く増やされ，一方ではじめて聴講資格が
明記されている。資格のうち第3項は，単なる読み書き能力というよりは，講員が講義で使用
する初歩的な法政用語（その多くは西洋の法政用語の訳語として日本で考案された和製漢語）
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が聞き書きできる程度の学識を求めたものだろう33）。また「講義室規則」や「参観規則」は削
除されている。
　このように「簡章」によって法政講習所は，漠然と法政知識を普及し地方自治を預備すると
いうものから，一定水準の人材を養成する機関となったのである。
　こうして，新「簡章」に基づく1907年度クラスは，光緒三十四年二月初一日（1907年3月
14日）に開講することになった。主任の雷奮は十二月に自ら訪日して使用する書籍類を購入
しており，また校舎も拡充し，さらに遠来者のために校舎の近くに宿舎も借りている鋤。
　この1907年度クラスにいたのが，冒頭で触れた頁士毅である。費の同郷（江蘇省宜興）の
後輩たちがまとめた伝記では，法政講習所は以下のように描かれている。
　　〔無錫初級師範に入学した〕翌年（一九〇七）正月，先生〔賞士毅のこと，字は果伯〕は
　　上海に行き，法政講習所に入った。講習所の監督〔校長〕は張季直（審）で，雷継興（奮），
　　楊翼之（廷棟），孟庸生や張雄伯といった多くの教師は，いずれも学術界でとても名望が
　　あった。果伯先生は各科目の履修に全てノートを取り，多くの書籍を参考にしたので，夏
　　休みの試験では第1位となり，全ての科目で百点を取って，先生や同級生はみな彼を高く
　　評価した。法政講習所は，本来各県の士紳の法律政治常識を養成するために設立されたも
　　ので，このクラスの学生はおおよそ六十人余りで，中には4人の挙人〔科挙の郷試合格者〕
　　がおり，……〔中略〕……庫生や附生〔いずれも科挙の予備試験合格者〕は三十人もいた。
　　果伯先生ははじめ友人にそそのかされて，軽率にも入所就学してしまったが，年齢からい
　　えば彼は最年少の一人だった。夏休みの同級生の聯誼会〔親睦会〕で，ある級友がみんな
　　の前で「あなたの答案は，どうしてどの科目も百点を取れたのですか」と彼に尋ねた。彼
　　はささやくように「クラスには私より優れた人が大勢います。今回の問題は，たまたま私
　　が準備してきたところだったので，まったく運が良かっただけです」と答えた。すると別
　　の級友楊若漁が「年をとった級友は記憶力が弱く，構想をまとめるのも遅いから，よく勉
　　強して深く考える少年にはかなわないよ」と脇から口を挟んだ。しかし彼はますます謙遜
　　して，いささかも驕ることはなかった35）。
　法政講習所に「監督」の規定はない。最高責任者である教育総会の会長が，当時監督と見な
されていたのか，あるいは監督として記憶されたのであろう。賞士毅は当時数え年で21歳。
状元（科挙の最終試験である殿試の首席及第者）の張春を頂き，著名学者が講師に名を連ねる
ばかりか，同級生まで年上の挙人や秀才（科挙予備試験及第者の俗称）が半数を占める講習所
には，かって科挙の予備試験に落第したことのある青年を威圧する雰囲気があったのである36）。
　ともかく同クラスは，同年十二月初十日（1908年1月13日）に上海道台・上海知県の臨席
のもと卒業式が挙行され，58人（うち本省人53人，外省人5人）が卒業している。卒業生に
は卒業証書が，及第点を取れなかった者には「修業証書」が授与されている37）。
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　教育総会は，督撫等への報告書の中で，「今年は校舎を拡充し，聴講員の定員も増やし」，
「卒業生もほとんど百人に及ぼうとし」ていると，その成果を強調しているSS）。後述するよう
に，この1907年度卒業生からは中央・省政官界で活躍する者が何人も生まれている。2年目
の改正は，より専門性の高い法政人材を養成しようというものであったが，一定の成果があっ
たといえるだろう。
　2．設立3年目の改正
　だが，法政講習所は3年目に再度大きな制度改正をおこなう。
　まず，1907年10月に開催された江蘇教育総会年次大会において，「教育総会簡章」が改正
され，法政講習所の開設を注記していた「2．宗旨　丁．預備地方自治」が削除される。この
改正は全面的なもので，これ自体別稿にて考察すべき課題であるが，ともかく教育総会の表看
板から「地方自治」の文字が消えることになった39）。だが法政講習所にっいては，同大会は雷
奮が主任であることが報告されただけで，特に議論はおこなわれていない4°）。実際はむしろ，
地方自治の実施に直結する方向に向かいつつあったのである。
　すなわち，1907年度生の卒業式直後の翌1908年1月17日，教育総会幹事員臨時会におい
て雷奮が次年度の法政講習所の方針について報告している（表4）。ここで法政講習所は，従
来の「地方自治の人才養成」からさらに一歩踏み込んで，「諮議局議員および議事会・董事会
議員の資格を養成する」ものと位置づけられる。そして，従来の個人が任意で聴講する方式を
残しっっも，各庁州県の教育会や勧学所が有志を派遣するという形態へと移行している。勧学
所は1906年に学部の章程により設置された庁州県レベルの教育行政機関である。しかも江蘇
教育総会指導部には，結成当初から勧学所と教育会を地方教育行政における行政府と立法府に
し，地方自治の雛形にしようとする志向があった4’）。その勧学所・教育会という地方教育界の
官民両機関によって，立憲政治・地方自治における人材を発掘し，法政講習所で庁州県レベル
表4　1908年度法政講習所辮法
1．科目は地方自治を重視し，諮議局議員および議事会・董事会議員の資格を養成する。
2．半年で卒業する。
3．本会より各邑〔庁州県〕の教育会・勧学所へ聴講員を派遣するよう書面で〔要請し〕，〔派遣人数
　は〕毎邑多くとも5人を限度とする。
4．各邑が派遣する以外に，外省人あるいは本省人で上海に在住する者が聴講を志願する場合は，各
　団体或いは本会会員および元聴講員の紹介・報告により許可する。
5．年齢は25歳以上を資格とする。
6．資格は丁未年〔1907年〕の規定に従う。
7．学費は18元，雑費は2元。
8．寄宿所は本会が指定し，別に方法を定める。
9．戊申二月初一日〔1908年3月3日〕に開講する。
出典：「本会開会一覧表」（『江蘇教育総会文膿』三編），下p．42。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46
　　　　　　　　　　　　清末江蘇における地方自治の構築と教育会
から省レベルの議員を養成しようというのである。
　これに先立っ1907年10月19日，清朝は各省に諮議局の設立を命じていた。諮議局は，各
省で世論を採取する機関とされ，また中央に設置される資政院のための「儲材之階（人材蓄積
のステップ）」とされていだ2）。資政院と諮議局は正式な議会ではないが，それぞれ国会・省
議会の前身となるはずであった。
　前述の江蘇教育総会年次大会は上諭公布直後に開催されており，その席上，雷奮が「江蘇諮
議局辮法」にっいて提起し，預備立憲公会にて協議することが議決されている43）。今回の法政
講習所の制度改正にっいて教育総会は，聖詔を奉じて各省諮議局を速やかに成立させねばなら
なくなり，議員資格者も早く養成すべきであるが，官立の法政学堂は省行政人員の養成で手一
杯であるので，法政講習所は議員および自治の人材の養成に専念し，専門性より普及を重視し
て半年で卒業することとした，と督撫に説明している44）。「普及」といっても，従来の議論の
ような一般民衆への法政知識の普及ではなく，省レベル・庁州県レベル，あるいは，その下の
城郷鎮レベル（日本の市町村に相当）で諮議局・議会・自治公所の運営を担える人材を，既存
の地域エリートの中から速成することに力点が移ってきている。教育総会は，立憲制や地方自
治の早期実現を目指して，預備立憲公会その他諸団体とその制度や導入方法を検討し，実際に
それを担える人的基盤の形成は法政講習所がおこなうという態勢である。
　ちなみに，こののちも「江蘇の紳士」が法政講習所で会議を開いて国会問題を研究し，暫時，
講習所を連絡場所とすることが報じられている（1908年5月）45）。また同7月13日には，国会
の早期開設を請願する雷奮ら江蘇請願代表の送別会が，法政講習所で「江蘇の紳商」によって
開催されている。しかも，この日は講習所の1908年度前期生の卒業式もおこなわれており，
当然の事ながら雷奮が主任講員として出席しているほか，教育総会の指導メンバーである馬良
が両方の会で演説をしている46）。立憲・地方自治の気勢を上げるため，2っの会はおそらく引
き続いておこなわれたのだろう。このように江蘇教育総会は，表看板から地方自治問題をはず
したものの，法政講習所をチャンネルの一っとして，依然積極的に関与していたのである。
　この雷奮の方針に沿って，1908年2月5日より『申報』に，以下のような法政講習所の聴
講員募集記事が掲載される。
　　本会は戊申〔1908〕年より，丁未〔1907〕年の癬法を変通し，修業年限を減らし，地方自
　　治を重視し，憲政施行に必要な学科を講授して，各地士紳のために諮議局議員及び庁州県
　　議事会議員の資格を養成し，半年で卒業する。学費は計十八元，雑費二元，いずれも入学
　　時に予納する。凡そ本省人で各庁州県勧学所・教育会により推薦された者は正額に入れ，
　　庁州県ごとに二人以上五人以下を限度とする。外省人及び本庁州県の推薦によらない本省
　　人は上海各団体あるいは本会会員及び旧聴講員の紹介を得れば附額に入ることができる。
　　いずれも満二十五歳以上の嗜好の染まっていない講義を聞き書きできる者を合格とする。
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　　各地勧学所教育会に書簡にて通知するほか，特にここに布告する。〔下線部は大活
　　字〕47）
　基本的には雷奮の方針と同じであるが，広告では「庁州県議事会議員」を明記し，各地から
推薦された者を2人以上5人以下と規定して「正額（正規定員）」に入れ，それ以外は「附額
（補充定員）」とするなど，省レベルと庁州県レベルとの有機的結合がより強調された形となっ
ている。
　この新方針による1908年度前期生も，聴講希望者が殺到したようで，開講1ヵ月後の4月
2日には，以後の申し込み者は次期に回すという広告が出されている48）。そして前述のように，
7月13日卒業式が挙行され，79人が卒業している（このほか1907年度の追試験卒業生が2人
いる）49）。6月の教育総会幹事員定例会議では，雷奮より，今期は法政講習所の支出がほぼ学費
収入でまかなえそうだという報告があり，これを受けて，下半年も引き続き上半年の章程に従っ
て運営し，即日募集広告を出すことが議決されている5°）。
　7月9日より『申報』に掲載された広告は，前期をほぼ踏襲しているが，開講日が大活字で
明記されたほか，聴講資格のうち年齢が満20歳へと引き下げられているのが目立っ5’）。この
1908年度後期生も，開講日（8月21日）が明記されたにもかかわらず開講後の申し込み者が
絶えず，しかもその多くは遠来者のため，やむをえず申込期限を10月9日まで延長してい
る52）。1908年度後期生は，1909年1月に卒業するが，その数は過去最高の89人（このほか
1908年度前期以前の追試験卒業生が4人）にのぼった「’3）。
　3．卒業生の日本派遣
　以上のように，法政講習所は毎年制度改正をおこないながら，1906年から1908年までの3
年間活動した。卒業生の分析はIVでおこなうこととして，興味深いのはこの卒業生の中から，
日本への視察・留学の許可願いが相次いで出されていることである。
　『文腰」によると，その端緒は1907年度生の陸桂馨らである。陸らは，我々が法政講習所に
学んだのは，もともと立憲を預備し地方自治を図るためであり，教育総会が法政講習所を創立
したのも自治の人材を養成するのが目的だが，百聞は一見に如かず，経験がないままでは理解
できないと主張する。そこで，前年に督撫が各州県に対し地方紳士の訪日考察派遣を指示して
いたこと引き合いに出し，督撫が陸らの日本派遣を許可し，また各地方官へ費用の支出を命じ
るよう，教育総会に請願を依頼してきたのである㌦
　この依頼は卒業前に出されたもので，教育総会は卒業式の挙行を待って，陸らの主張を要点
をっいたものとして高く評価して，要望通り督撫に請願する「°「J）。これに対し両江総督端方も
「現在，立憲の預備に人材の需要は非常に大きく，法政〔講習所〕の学生を日本に派遣し数ケ
月考察・経験させることで，自治の人材を充分養成できる」と，請願通り卒業生の本籍地に訪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48
　　　　　　　　　　　　清末江蘇における地方自治の構築と教育会
日経費を出すよう命じている56）。
　次いで，やはり1907年度生の李填が教育総会に対し，東京の法政補習科への留学を提学使
（省教育行政官）に申請するよう依頼してくる。同様の要請は続けて同期の王紹整・賃士毅・
徐清揚からも出され，いずれも両江総督端方の認可を得ている57）。
　以後，日本への視察・留学希望者が相次ぎ，その数は『文腰』に姓名が明記されている者だ
けで26人（漸江人2人を含む）にのぼっているss）。うち16人は1907年度生で，このうち少
なくとも王紹馨，頁士毅，徐清揚（漸江人）が実際に留学し，1911年にそれぞれ早稲田大学
政治経済科，明治大学専門部政科，同法科を卒業していることがわかっている59）。
　賞士毅の伝記によると，1907年末，法政講習所卒業生のあいだに成績上位5名は本籍地の
県の公費で日本に留学できるという情報が伝わり，年が明けてみると情報は事実だったという。
結局，賞は家に余裕があったので宜興県の公費の補助を受けず，自費で同級生の徐眉軒，王恪
成とともに渡航している6°）。王恪成は王紹驚のことで，徐眉軒は不明だが，おそらく徐清揚で
あろう。『文憤』の記事と照らし合わせると，公費派遣は制度的に保証されたものではなく，
「当然の権利」として卒業生が主張した結果のようである。ただ，それでも公費が出るという
ことに，民間組織に過ぎない法政講習所に旧式学校のような地域エリート養成機関としての一
面がうかがえる。前述したように，1908年度生は各地から推薦・派遣されてくることになる
が，これも同様の性格に由来する現象といえるだろう。
　なお，卒業生の訪日にはやがて制約が加えられることetなる。すなわち，当時全国的に「日
本視察ブーム」「日本留学ブーム」ともいうべき現象がおこっており，粗製濫造によるさまざ
まな弊害が生じていた。そこで教育総会も，1908年7月3日の幹事員定例会議で，留学には
中等学堂（中等教育）卒業程度で外国語に通暁し，高等学堂（高等教育）に入学できるレベル
であることを条件とし，日本視察は駐日公使の承認や保証人などを要することを確認してい
る61）。
　前述のように，1907年度からカリキュラムに日本語が取り入れられているが，この制限強
化にもよるのか，1908年度生で訪日を申請した者は大分減少しており，代わって南京の両江
法政学堂や北京の京師法政大学補習班への受験など，国内での正規の学歴を求ある動きが起こっ
ている62）。
　4．その他の事業，波及効果
　日本視察・留学は法政講習所の正規の事業としておこなわれたものではなかった。同様の派
生的な事業を以下に紹介しよう。
　前述のように，法政講習所は国会速開運動の会場にも使用されているが，このほか教育総会
は，丁福保が始めた医学補習所に講習所教室の夜間使用を認めるだけでなく，衛生は地方自治
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に必要であるため，講習所聴講員に一律聴講を求あており，やはり地方自治と関連する調査測
量の人材養成にっいても，法政講習所と議論している63）。
　また法政講習所卒業者の中には帰郷後，自ら法政講習所を設立するものも現れてくる。たと
えば朱紹文（1908年度前期生）は郷里准安府に法政講習所を設立しようとして，教育総会に
両江総督への申請を依頼してきているec）。そのほかにも省内各地の教育会に法政講習所を設立
する動きが見られ，教育総会附設法政講習所と直接関係がないにしても，教育総会に倣ったも
のと考えられる65）。さらに河南出身の講習所卒業生婁徳琳（1908年度後期生）らが河南に自治
研究所を組織しようとしたところ，河南省学務公所（教育行政機関）の議紳（学務公所の運営
に参与した紳士）に公立化を拒否され，「母校」法政講習所に方策を求めてくるというケース
もあった66）。外省人卒業生との関係も含め，教育総会および法政講習所と，各地と県レベルの
地域社会との関係は，いずれ改めて考察する必要があるが，これら断片的な記事からも，講習
所卒業生のネットワークの形成がうかがえるのである。
　5．法政講習所の「閉鎖」
　前述のように1908年度後期生は，追試験卒業者も合わせれば百人近くに達した。だが，こ
の1908年度後期生の卒業を最後に法政講習所は閉鎖され，替わって「単級教授練習所」が設
立されることになる。
　単級教授練習所の設立を準備し，法政講習所を翌春に「暫時活動停止」することが議決され
たのは，1908年12月18日の教育総会幹事員定例会議であった67）。単級教授伝習所は，1クラ
スしかない僻地の単級小学において複数学年の児童を同時に教授する教員を養成するものであ
る68）。清朝が1908年8月27日に頒布した憲政実施のプログラム「逐年簿備事宜清単」におい
て，立憲制に移行する1916年までに国民の識字率を20分の1まで引き上げることになってお
り，簡便に設立できる単級小学は広大な中国の農村への教育普及には不可欠であった69）。督撫
への報告書において，教育総会は，以下のように法政講習所の成果を総括し，単級教授練習所
設立の趣旨を説明している。
　　講習所の開校以来すでに3回卒業式をおこない，〔卒業者で〕郷土の義務に任じた者は，
　　ある者は講習所を設立し，ある者は諮議局選挙〔のための〕調査事務を分任しており，顕
　　著な成果はないとはいえ，政治知識はすでに郷土にほぼ注入することができた。地方人民
　　の普通の知識を増進させ，公民の資格に適合させようとするならば，依然として小学校を
　　基礎としなければならないが，郷村や辺鄙な土地に小学校を設立するには単級の編制が簡
　　便である。現在これに適合できる教員はなお多く得られず，よって明年法政講習所の活動
　　を停止し，単級教授練習所に改める7°）。
　教育の普及が立憲制の条件であるという点からすれば，この単級教授練習所も立憲制実施の
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ための事業ではある。また，1908年度前期の法政講習所の収支は結局赤字で，教育総会が150
元余を補助していた7且）。
　とはいえ，同年度後期生は増加しており，その中での突然の廃止であった。これは教育総会
自体の，政治的活動からより「純」教育的な活動へのシフトの一環ととらえることができよう。
　以上，各節で見てきたように，江蘇教育総会附設法政講習所は，短い期間に教育総会その他
諸団体の立憲制・地方自治制を求める運動や，それに突き動かされた清朝の立憲制・地方自治
制実施プランの進展に対応し，当初の比較的高度な法政人材の養成から，地方自治を担うこと
のできる最低限の学識を持った人材の養成へと方針を転換していったのである。
IV．法政講習所聴講員の分析
　江蘇教育総会附設法政講習所の活動期間は1906年から1908年までのわずか2年半であるが，
この間に232人が卒業し，卒業認定がおこなわれなかった1906年度生を加えると300人近く
にのぼる（このほか数は不明だが，前述のように未卒業者や傍聴者もいた）。本章では，この
聴講員を分析していくことにしよう。
　1．籍　　貫
　まず聴講員の「籍貫」すなわち本籍を見る（表5）。江蘇省は大きく南京周辺および長江以
北の寧属と長江以南のデルタ地帯の蘇属とに分けることができるが，蘇属が1906年度生から
多数参加し，全体の半数を占めているのに対し，寧属は1908年度前期以降増えているものの
全体の3分の1にとどまっている。これは，蘇属が元来経済的に豊かで，欧米思想の流入口上
海を擁し，地域エリートの多くが立憲制・地方自治にも早くから積極的だったのに対し，寧属
は，上海から遠く比較的保守的で，立憲制・地方自治が現実の日程に上るようになって，初め
て対応を始めたたあと思われる。ただ1908年度前・後期に限っていえば，むしろ寧属の方が
多くなっている。これには聴講員に県ごとの推薦枠を設定し各地に聴講員の派遣を促したこと
も，影響しているかもしれない。
　さらに府・直隷州レベルで見てみると，寧属・蘇属の中でも，府によってばらつきがある。
たとえば寧属では，通州（南通）が全体の3分の1近くを占めているが，南通は当時の江蘇教
育総会会長張智の郷里で，彼自身が郷里の教育普及・地域振興に尽力していた結果である。そ
の反面，省都江寧府（南京）はわずか3人で，いずれも周辺諸県の出身である。これなどは，
南京では学校教育がある程度普及していて法政学堂などもあり，さらに南京にも法政講習所が
設立されたことなどが影響していると思われる72）。蘇属においても，省都蘇州府が相対的に少
なく，また県レベルで見ると法政講習所の地元である上海（松江府）・宝山（太倉州）がそれ
ぞれ2人，4人と少ないのも，同様の現象であろう。その一方で，常州府の江陰は18人，同
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表5　法政講習所聴講員・卒業生の籍貫
1906年後D1907年度2）1908年前3）1908後補4）1908年後4）合計（％）5）
江蘇省計・冒， 63人 53人 69人 4人 69人 250（86．20）
P 曾P．．冒．．．幽． ，　■　冒　「　．　．　．　．　　　　　　甲　甲　，　．　■　曹　．　．　．　－　．　．　　幽　．　．　一　，　，　9　■ ，寧属計 9 18 42 1 37 104（3536）
江寧府 3 3（1．03）
准安府 ??? 10 5 17（5B6）
揚州府 3 5 6 11 23（793）
徐州府 2 3 1 7 13（448）
海　州 6 6 12（4．14）
海門庁 2 1 3（1．03）???，? ?? 　　8，曾 14 8 33（11．38）
，， ，，■・9噛．．蘇属計 54 35 27 3 32 146（5α34）
蘇州府 12 5 5 4 26（＆97）
松江府 17 8 9 4 35（12．07）
常州府 11 14 9 3 18 54（18．62）
鎮江府 1 2 1 4（138）
太倉州 13 6 3 6 27（931）
安徽省 2 7 9（3．10）
江西省 1 1 2（0．69）
漸江省 2 3 7 12（414）
河南省 7 7（241）
湖南省 1 1 2 4（1．38）
福建省 1 2 3（1つ3）
広東省 1 1 1 3（m3）
総　計 68 58 79 4 89 290
出典：1）　「江蘇学会法政講習所開会紀事」（『申報』1906年9月9日）。1906年度は卒業認定をおこなっていないため，
　　　聴講員の数を示す。その中には，1907年度以降に卒業認定されている8人を含むため，1906～1908年度の合
　　　計は重複分を除いてある。
　　2）　「杏呈江督端法政畢業生請給沓出洋考察文」（『文順』三編），上pp．21～26。1907年度は通年。原文には「本
　　　省五十四人」「計五十九人」とあるが，実際に列挙されている姓名の数に従った。
　　3）　「盗呈督撫提学使本会附設法政講習所第二届挙辮畢業文」（「文版』三編）上p．　32～38。
　　4）　「沓呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文（蘇撫寧蘇提学同）」（『文腰』四編）甲pp．14～22。1908年
　　　後補は，前2期聴講員の追試験卒業者で，1908年度後期生とともに卒業した。
　　5）　1907年度聴講員の追試験卒業者で，1908年度前期生とともに卒業したが，姓名が不明なため除外した。
じく宜興・荊渓（両県は元来1っの県が2っに分割されたもので，両県庁は1っの県城に所在
している）は14人で，この2地区で府の過半を占めている。冒頭で触れた頁士毅も宜興人で
あり，伝記では触れられていないが同郷のネットワークで続々と入学したのかもしれない。
　また外省人が回を追って増加し，1908年度後期には20人に達していることも興味深い73）。
2．年齢・身分・卒業成績
　次に彼らの年齢構成を見てみよう。年齢は1908年度後期生および同追試験卒業者名簿にの
み記載されている（表6）。これによると最低年齢25歳，最高は50歳，全体の平均年齢は
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31．53歳で，江蘇省，寧属，蘇属とも大差なく，20代は4割ほどに過ぎない。前述のように
1908年度後期生は聴講資格が20歳に引き下げられたはずであるが，実際の最低年齢は25歳
のままである。
　さらに年齢別に，「職業」欄に記載された身分・職業を見てみると（表7），挙人のうち1人
表6　1908年度後期卒業生の年齢構成
20代 30代 40代 50代 平均年齢
??????????「
29人 34人 9人 1人 3120歳
寧　　属　　計
y　安　府
g　州　府
凵@州　府
C　　　　州
16???17????? 30．89Q8．20
R191
Q9．88
Q8．00
R4．38　幽．．一
蘇　　属　　計
h　州　府
ｼ　江　府
增@州　府
ｾ　倉　州
13??　17C　　　　1@111
?? ’1’
P
33．00
Q6．25
R7．75
R3．71
R1．83
安　　徽　　省 4 2 1 31．43
江　　西　　省 1 35．00
河　　南　　省 5 1 1 30．00
湖　　南　　省 2 26．50
福　　建　　省 2 25．00
広　　東　　省 1 35．00
総　　計 42 39 11 1 31．53
1908年度後期卒業生（1908年度後期追試験卒業生を含む）の年齢構成。
出典；「盗呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文（蘇撫寧蘇提学同）」（『文順』四編）甲pp．14～22。
　　　　　　　　表7　法政講習所1908年度後期卒業生の年齢別身分・職業・成績
年　齢） 人数 平均点 最高点 最低点 挙人 生員 監生3） 官職4） 学歴5） 無
25～29歳 42 62．55 80 50 11 14 11 2 7
30～34歳 20 69．10 83 52 11 5 1 3 1
35～39歳 19 67．21 812） 55 11 2 7 4
40～44歳 6 70．33 86 56 6
45～49歳 5 60．80 672） 55 2 4 1 1
50歳 1 57．00 1
全　　体 93 6526 86 50 2 44 22 20 9 8
1908年度後期卒業生（1908年度後期追試験卒業生を含む）の内訳
1）　年齢は数え年。
2）　最高点は2名いる。
3）　監生は摘納（売宮）による者が多いので他の生員と分けた。
4）官職は候補・候選のような肩書きだけのものを含む。
5）　学歴は近代式教育の学歴で，その内訳は，高等小学卒1（30～34歳），日本警察学校卒1（35～39歳），その他はす
　べて師範学校卒。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　なお官職・学歴と科挙学位をともに持っ者を含むため，それらの合計と全体人数は一致しない。
出典；「杏呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文（蘇撫寧蘇提学同）」（『文順』四編）甲pp．　14～22。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　53
　　　　　　　　高田　幸男
表8　法政講習所聴講員・卒業生の身分・職業・成績
年　度1） 人数 平均点 最高点 最低点 挙人 生員 監生3） 官職 教員4） 学歴5） 無
1907年度
P908年前
P908後補
P908年後
58
V9??
74．81
V1．59
U5．00
U7．45
962）
X2
U72）
W6
60
U0
U2
T0
??24
S6??
????? ??20?
全　　体 230 70．69 96 50 7 114 30 30 7 22 33
1）～3）は表7に同じ。
4）　教員は近代式学校の教職員。その内訳は，1907年度生は小学教員1，1908年前期生は小学教員3，学校職員3，鎮
　勧学員1。
5）　学歴は近代式教育の学歴。その内訳は，1907年度生は師範卒2，師範講習科卒1，法政研究所卒1。1908年前期生
　は高等学堂卒2，同未卒1，師範卒2，師範伝習所卒正，理化研究会卒1，中西書院修了L高等小学卒1。
官職・学歴は科挙学位と一部重複する。
出典：表5に同じ。
は46歳，もう1人は48歳（1908年度後期追試卒業生）で，そのほか30代以上では7～8割，
20代でもほぼ6割が生員等の学位を持っている。賞士毅の伝記に描かれた状況が，ここから
もうかがえる。ただ年齢が下がるほど監生が多くなっており，その多くは売官されたものと思
われる74）。20～30代には職業欄が空白の者が8人いるが，その一方で，若干とはいえ近代式教
育を受けた者もいる。また候補職・候選職のような名目的なものにせよ官職を持っている者が
2割いるが，これも年齢があがると減少している。これらのデータだけでは，彼らの入学の目
的は判然としないが，強いていえば若年層は仕官のための手段を求めて，より年長の世代は，
挙人・生員として持つ地域社会への隠然たる影響力を，地方自治制の下で公然化させるためで
あろうか。ちなみに，これら年齢構成と卒業成績を照らし合わせると，意外なことに30～40
代前半の方が20代より成績がよい結果となっている。
　次いで，1907年度～1908年度後期の各期の身分・職業を比較してみると（表8），1907年度
生には監生や官職保有者がほとんどおらず，生員も比較的少ない反面，職業欄が空欄の者が多
く，1908年度後期生と対照的で，1908年度前期生は後者に近いが，監生や官職保有者は少な
く，近代式学校出身者や教職員が2割も含まれている。これは，1908年度前・後期クラスが
地方自治人材の速成を目的とし，前述のように地域に一定の影響力を持つエリートが参入した
のに対し，1907年度は比較的高度な専門人材を養成しようとしていたたあ，生員にも至らな
いエリート予備軍の参入も多かったことによるのではないかと思われる。ちなみに卒業試験の
成績は回を追って低下しているが，1908年度後期は合格最低点自体が60点から50点に下げ
られており，これだけでは聴講員の質を論じることはできない。ただ追試験がおこなわれてい
ることから，一定の水準が求められていたことはわかる。
3．江蘇教育総会その他との関係
さて最後にこれら聴講員・卒業生名簿を，江蘇学務・教育総会会員名簿その他と対照してみ
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表9　法政講習所聴講員・卒業生比較表
総　数 本省人 会員16） 会員26） 会員36） 会員46） 会員計6） 諮議局7）
1906年後期D
P907年全年2）
P908年前補3）
P908年前期“）
P908年後補‘）
P908年後期‘）
68
T8???
63
T3
U9??
???? ?????16
Q3
P6??
???
1907～1908合計232 195 7 21 17 19 63 6
1906～1908合計292 250 12 23 18 19 71 9
出典11）「江蘇学会法政講習所開会紀事」（『申報』1906年9月9日）。1906年度は卒業認定をおこなっていないため，
　　　聴講員の数を示す。その中には，1907年度以降に卒業認定されている8人を含むため，1906～1908年度の合
　　　計は重複分を除いてある。
　　2）　「杏呈江督端法政畢業生請給沓出洋考察文」（『文順』三編），上pp．21～26。1907年度は通年。原文には
　　　「本省五十四人」「計五十九人」とあるが，実際に列挙されている姓名の数に従った。
　　3）「江蘇教育総会法政講習所畢業紀事」（『申報』1908年7月15日）。1908年前補は，1907年度聴講員の追試
　　　験卒業者で，1908年度前期生とともに卒業したが，姓名が不明なため，合計数にのみ合算した。
　　4）　「杏呈督撫提学使本会附設法政講習所第二届挙辮畢業文」（『文順』三編）上p．32～38。
　　5）　「杏呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文（蘇撫寧蘇提学同）」（『文腰』四編）甲pp．14～22。1908年
　　　後補は，前2期聴講員の追試験卒業者で，1908年度後期生とともに卒業した。
　　6）　会員数1～4はそれぞれ『江蘇学務・教育総会文順』初～四編に掲載された新入会員（各編刊行年の六月ま
　　　でに入会）で，会員計はそれらの合計を示す。
　　7）　『江蘇諮議局議員題名録』（同局，刊行年不明）。
よう（表9）。
　まず『文憤』各編に掲載された江蘇学務・教育総会の会員数は，四編までで565人にのぼる。
そのうち法政講習所聴講員・卒業生名簿と重複するのは71人（本省人聴講員・卒業生の28．4
％），卒業生に限ると63人（本省人卒業生の32．30％）で，3分の1弱と決して大きい割合で
はない。
　『文腰』の会員名簿は各編刊行年の六月までに入会した者を収録しており，講習所1906年度
～1908年度後期生は，下記のようにおおむね「文憤』初編～四編会員名簿に対応する。
　　『文腰』初編所収名簿：創立　　～丙午（1go6年）六月→　lgo6年度生
　　『文腰』二編所収名簿：丙午七月～丁未（1907年）六月→　1907年度生
　　「文順』三編所収名簿：丁未七月～戊申（1908年）六月→1908年度前期生
　　『文腰』四編所収名簿：戊申七月～己酉（1909年）六月→1908年度後期生
　そこで年度ごとに見てみると，1907年度までの規定では会員が優先されることになってい
たはずであるが，1906年度生で開講前に会員だった者は8人（12．70％），1907年度生でも会
員は4割に達していない（53人中19人，35．85％）。しかも19人中14人は開講後に入会した
可能性がある。同様に1908年度前・後期生を見てみると，それぞれ開講期間前後に入会した
者が多く，むしろ法政講習所の聴講が教育総会入会の契機となっているといえるのである。
　これら講習所聴講員の卒業後の活動にっいては，地方自治の実態とともに今後解明していか
なければならない。初歩的な調査では，冒頭で触れた頁士毅が民国建国後財政部官僚となった
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表10　法政講習所出身の江蘇諮議局議員
年　　　度 姓　名
?
籍　　　貫 教育総会入会時期 講習所聴講時期
1906年度生 厳師孟
､楚書
｣開折
亜　郵
?@玉
普@媚
太倉州崇明
尞B府江陰
ｼ江府婁県
初　編
O　編
｢入会
教育総会入会後
ｳ育総会入会前
1906／1907年度生趙鉦鉱 声　甫 揚州府東台 二　編 教育総会入会前
1907年度生 張蔭穀
ｩ端履
､祖馨
ﾓ　鋳
麻　亭
F　窒
通州静海
ｼ江府金山
ｾ倉州太倉州
尞B府江陰
初　編
?@編
｢入会
｢入会
教育総会入会後
ｳ育総会入会前後
1908年度後期生 周　紘 揚州府泰州 三　編 教育総会入会前後
1906／1907年度生は1906年度生聴講生で1907年度生として再聴講・卒業している者をさす。
出典：表9に同じ。
ほか，前述の王紹整および蒋曾懊（1908年度前期生）が1913年から24年までそれぞれ衆議
院議員と参議院議員を務め，ともに憲法起草委員にもなっている75）。王はその後中国共産党に
入党し，人民共和国建国後は中央政府財政部副部長，全国人民代表大会代表（国会議員に相当）
を歴任することになる76）。このほか減蔭松（1908年度後期生）も1918年のいわゆる安福国会
の衆議院議員となり，20年には衆議院秘書長を務めている77）。いずれも現時点では，法政講習
所の「成果」と卒業後の活動との関係を論ずるには資料が乏しい。とはいえ，議員活動の基礎
に講習所で得た学識や人脈があったことは想像できる。
　より明確な法政講習所の「成果」としては，とりあえず江蘇諮議局との関係を見ることにし
よう。聴講員の中で，のちに江蘇諮議局議員になった者は9人いる（表10）。特に1907年度
生は53人中5人が議員になっている。うち『文積』初編に掲載された教育総会会員は2人，
二編，三編も各2人で，残り3人は少なくとも諮議局開幕直前（1909年10月15日＝九月二
日）まで会員になっていない78）。会員の6人も明らかに教育総会入会が先行する者は2人のみ
で，残りは同時かそれ以後の入会である。もちろん，これだけで彼らが聴講以前に教育総会と
無縁だったとはいえず，今後，公的私的な人的ネットワークを確認する作業が必要である。
　だが，少なくとも以下のことはいえるであろう。江蘇教育総会附設法政講習所は，その名称
から受ける印象とは異なり，むしろ会員以外の地域エリートを立憲制・地方自治実施のための
人材に「改造」し，聴講を契機に教育総会への入会を促し，あるいは教育総会もその一環を形
成していた立憲運動の人的ネットワークを構築する機関だったのである。
V．　おわりに一法政講習所の「閉鎖」の実相一
　法政講習所は光緒三十四年十二月をもって閉鎖された。だが明けて宣統元年正月五日（1909
年1月26日），「申報』に以下のような広告が掲載される。
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　　本会は，本年正月より法政講習所を附設することを決議した。半年で卒業し，専ら庁州県
　　城鎮地方自治の議員董事〔理事〕を養成し，ならび諮議局・資政院議員が持っべき学識を
　　研究する。その学科は憲法・行政法・財政学・地方自治制を重視する。各地の士紳で講習
　　希望者は競馬場の本会事務所あるいは醤園弄の江蘇教育総会に申し込むこと。凡そ各地勧
　　学所・教育会および上海各団体および本会会員が紹介し，満二十歳の嗜好の染まっていな
　　い講義を聞き書きできる者を合格とする。学費は計十八元で，本会会員は半額雑費は二
　　元ですべて入学時に予納する。ここに布告する79）。
　閉鎖されたはずの江蘇教育総会附設法政講習所の広告と文言が酷似しており，学費までまっ
たく同額である。この広告を出したのは預備立憲公会で，そのもとで二月一日（2月20日），
場所こそ移動したものの，昨年，一昨年と同様法政講習所の開講式が挙行されるのである。も
ちろん講師は雷奮らである8°）。江蘇教育総会附設法政講習所は「閉鎖」されたのではなく，事
実上，預備立憲公会へ移管されたのである。法政講習所をめぐる動きを多少憶測をまじえてま
とめると以下のようになる。
　江蘇学務・教育総会は，清朝の立憲プログラムに先立って，教育普及のために学会・教育会
への地域エリートの組織化を促していたが，いよいよ立憲制実施が現実の日程に上ってくると，
地域エリートの中から立憲制・地方自治を担える人材を緊急に養成しなければならなくなった。
人材の養成とそのネットワーク化・組織化が，立憲運動の推進力にもなるのである。各地地域
エリートの「改造」を「教育活動」の拡大解釈によって遂行したゐが，法政講習所であった。
人材の募集もまた各地教育会・勧学所の教育界ネットワークが使われた。そして法政講習所の
設立が預備立憲の一環であることは，暗黙の前提であった。法政講習所設立後まもなく預備立
憲公会も結成されていたが，移管されるまでに2年を要したのは，おそらく預備立憲公会の組
織基盤が強固になるまで目立っ活動を避けたためではないだろうか。江蘇教育総会は，預備立
憲公会をはじめとする立憲運動の人材の培養器として機能したのである。
　法政講習所について，その発案者である沈同芳は「わが江蘇各地で現在準備している諮議局
に，教育会会員および法政聴講員以外，進んで任に当たれる者が何人いるだろうか。いくらか
一般的知識を持ち無意識の衝突を起こさない者が上記の者以外に何人いるだろうか」と，その
地方自治人材養成の成果を強調している81）。
　沈はまた，教育総会と他の諸団体との関係について，以下のように述べている。
　　〔江蘇教育〕総会は江蘇の全省的団体の萌芽である。ゆえに一切の公共のことが常に総会
　　において起こされる。……〔中略〕……〔他省で教育総会を〕すでに設立したものも，凡
　　そその省の公共のことはただ総会において起こされる。であるならば教育総会はまた各種
　　団体の雛形でもある。ただ教育総会は章程に照らして教育以外のことに干渉できない。ゆ
　　えにその他の公共のことはわずかに総会を召集の地とし，総会の名義をもって直接干渉す
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るのではなく，召集されたのちの一切の措置にもただ補助の地位にいて，行政官の顧問と
なるのである82）。
　この文が収められた『文積』は，毎年督撫に提出されており，江蘇教育総会が省内唯一の全
省的組織として「公共之事」の要に位置していることは，半ば公然としていた。こうした教育
総会のありかたへの締め付けの強化と，一方で立憲運動の進展，預備立憲公会の組織的成長が，
法政講習所の移管をもたらしたのではないだろうか。単級教授練習所の設立は，教育総会が会
としては，より「純」教育的な活動から立憲運動に関与していくことを示したものだった。
　法政講習所をとおして見えてきた江蘇教育総会と預備立憲公会との関係，あるいは江蘇諮議
局との関係（諮議局選挙をめぐる紛糾への関わりなども含め）を明らかにするには，公的・組
織的側面だけでなく，会員・聴講員のさまざまな私的関係も追求していく必要がある。今後改
めて検討することにしたい。
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9）　「江蘇学会附設法政研究会」（『申報』1906年4月11日）。法政研究会設立が沈同芳の提案であるこ
　とは，「駐辮員沈同芳留別会所報告三年内之事略」（「文腰』四編，江蘇教育総会，1909年）による
　（丙P．2）。
10）　この法政研究会にっいては，「文腰』初編にも具体的な記載はなく，詳細は不明である。ちなみに，
　このような講師を招く「研究会」は当時各地に見られ，たとえば江蘇省無錫においては，これら「研
　究会」が母胎となって最初の近代式学校が設立されている（拙稿「清末地域社会と近代教育の導入一
　無錫における『教育界』の形成一」神田信夫先生古稀記念論集『清朝と東アジア』山川出版社，1992
　年）。
11）　藤岡喜久男『張春と辛亥革命』（北海道大学図書刊行会，1985年）pp．221～223。
12）　「上学部設法政講習所公呈（江督蘇撫学務処同）」（「文腰』初編）上p．31。同文は「江蘇学務総会
　上学部及督撫公呈（為附設法政講習所立案事）」と題して「申報』1906年9月3日に掲載されている。
　宋育仁は四川人，進士。康有為らの変法運動に参加し，政変による運動の挫折後，一時北京に閉居し
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　ていたが，義和団事件後，再び財政や教育の改革案を提出していた（山田辰雄編「近代中国人名辞典』
　霞山会，1995年，p．729）。
13）「江蘇総学会附設法政講習所定於七月二十日開講」（『申報』1906年8月21日～25日に掲載）。
14）　「批准総学会附設法政講習所」（「申報」1906年9月2日），「法政講習所盗部立案」（「申報』1906年
　9月12日），「江蘇学会法政講習所開会紀事」（「申報』1906年9月9日）。ちなみに総督は清代の最上
　級の地方官で，両江総督は南京に駐在し江蘇ほか2省を管轄した。巡撫は総督に次ぐ地方官で，江蘇
　巡撫は蘇州に駐在し江蘇1省を管轄した。両者は統属関係にはなく，権限が重複していたため，江蘇
　省の下級地方官は両者（以下，「督撫」と総称する）に決裁を求めなければならなかった（前掲，拙
　稿「江蘇教育総会の誕生1参照）。
15）　前掲「上学部設法政講習所公呈」上pp．30～32。
16）　前掲「批准総学会附設法政講習所」。なお，この記事によると，法政講習所認可の申請文は，張春
　らの名義で出されたもののようである。
17）　前掲「江蘇学会法政講習所開会紀事」。なお祝電は，厳密には学部に朝廷への代奏電を請うたもの
　で，「恭読立憲聖詔，学界同声歓炸，敬於二十一日挙行祝典，以表大衆希望幸福之枕，維大清立憲国
　万歳　皇太后　皇上万歳」というものであった（同上）。
18）　前掲「法政講習所沓部立案」。
19）　「宣示預備立憲先行董定官制諭」（故宮博物院明清梢案部編『清末箒備立憲梢案史料』上冊，中華書
　局，1979年），pp．43～44。
　　　　　ママ20）　「電伝　上諭」（「申報』1906年9月3日），「江蘇学務総会慶祝立憲之広告」（『申報」1906年9月5
　日，同6日），上海城廟内外総工程局・学務公所・南市商務分会・南市商業体操会「慶祝立憲広告」
　（「申報』1906年9月6日），「商務総会慶祝立憲広告」（「申報』1906年9月6日）。
21）　前掲「奏定各省教育会章程摺」（1906年7月28日奏定）も，ほぼ時を同じくして「申報』に掲載
　された（「学部奏酌擬教育会章程摺」「申報』1906年8月27日，同9月2日）。
22）　前掲「上学部設法政講習所公呈」上p．32。
23）　蘇雲峰『三（両）江師範学堂一南京大学的前身，1903～1911』中央研究院近代史研究所，1998年，
　P．6。
24）　「本会開会一覧表（続三編）」（『江蘇教育総会文腰』四編）丙p．59。
25）　ちなみに翌1907年春の「丁未」クラス（後述）開講の直前には，「申し込みのみして，いまだ費用
　を納入していない者は，直ちに納入すること。納入者が定員に達ししだい締め切る」という「江蘇教
　育総会政法講習所広告」が掲載されている（『申報』1907年3月8日）。
26）　開講式において雷奮は，「講員の意見は自ら一知半解を挙げて聴講諸君の研究資料とするものに過
　ぎない」と，断っている（前掲「江蘇学会法政講習所開会紀事」）。
27）　ちなみに，法政講習所が開講した翌9月12日，「申報』は，清国駐日本公使館が法政・師範両科の
　速成科の紹介状発送を，9月13日をもって停止することを報じている（「法政師範各速成科定期戴止」
　『申報』1906年9月12日）。
28）　前掲「江蘇学会法政講習所開会紀事」。
29）　「本会開会一覧表」（「文憤』三編）下p．88。
30）　たとえば，1906年度生68名のうち1名は，のちに日本への公費渡航の申請が講習所未卒業のため
　却下されており（前掲「本会開会一覧表」下p．61），なぜ未卒業扱いになっているのか教育総会に問
　いただしている（前掲「本会開会一覧表」下p．88）。また他の8名は，次期以降の聴講員卒業名簿に
　登場しているので，改めて聴講ないし卒業追試験を受けたものと思われる。
31）　「法政講習所之組織」（『申報』1907年3月4日）。
32）　「本会開会一覧表」下p．6，「江蘇教育総会簡章」（「文腰』二編）上p．148。
33）　ちなみに，第2項の悪い「嗜好」は賭博やアヘン喫煙などを指すものだが，講習所で実害が生じて
　いたというよりは，「品行方正」の決まり文句と解すべきだろう。
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34）　前掲「法政講習所之組織」。
35）　呉季恵・徐蔭祥『荊斎八十年』（文星書店，1965年），p．17。ただし，法政講習所の1907年度卒業
　生名簿に楊若漁の名はない。買と同じ宜興出身の楊暁ないし宜興の近県靖江出身の楊名浩ではないか
　と思われる。また1907年度クラスの卒業生には確かに挙人4人を含むが，うち1人は文中にある商
　銃蘂ではなく，のちに江蘇諮議局議員になる陸桂馨である（前掲「杏呈江督端法政畢業生請給沓出洋
　考察文」上pp．21～26，後述）。一方1908年度後期の追試験卒業者に商文蔚という挙人がおり，聴講
　年度は不明だが，商銃馨の可能性がある（「沓呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文（蘇撫寧蘇
　提学同）」『文腰」四編，甲p．22）。
36）　ちなみに質士毅は，この夏，当時の江蘇・安徽一帯の最高学府で設備も充実していた両江師範学堂
　に入学するため南京に行く。ところが年内は始業しないことがわかり，1ヵ月半滞在して講習所に戻
　り，その結果，卒業試験では2位になったという（前掲『荊斎八十年』p．17）。実際は，挙人の王樹
　聲と並んで最高点（平均96点）をとったものの，筆頭は王となっており，「第二名」に甘んじている
　のである（前掲「盗呈江督端法政畢業生請給盗出洋考察文」上p．　21）。
37）　「盗呈江督端法政畢業生請給沓出洋考察文」（『文憤』三編），上pp．20～26。なお同文には，「卒業
　者は計五十九人」「本省人五十四人」とあるが，添付された卒業生名簿に本省人の名は53人分しかな
　いので，総数58人と見なした。また，及第せず「修業」した者の人数は記載されていない。ちなみ
　に，上海知県は上海県の知事，蘇松太道は蘇州～上海一帯を管轄する上級地方官で上海道台とも呼ば
　れる。
38）　「S呈督撫提学使本会附設法政講習所挙緋畢業文」（「文腰』三編）上p．19。この呈文は，「江蘇教
　育総会盗呈督撫学使文（為附設法政講習所事）」と題して「申報』1908年1月19日に掲載されてい
　る。
39）
40）
41）
42）
43）
44）
45）
46）
前掲「本会開会一覧表」下p．14。
前掲「本会開会一覧表」下p．13。
前掲，拙稿「江蘇教育総会の誕生」参照。
「著各省速設諮議局諭」（前掲「清末癬備立憲梢案史料』下）p．667。
前掲「本会開会一覧表」下p．19。
前掲「沓呈督撫提学使本会附設法政講習所挙辮畢業文」上p．19～20。
「江蘇紳士預備開設国会紀事」（『申報』1908年5月17日）。
「江蘇請願国会代表北上送別紀事」「江蘇教育総会法政講習所畢業紀事」（ともに『申報』1908年7
　月15日）。
47）　「江蘇教育総会附設法政講習所広告」（『申報」1908年2月5日，以後2月27日まで隔日で掲載）。
48）　開講後も聴講の申し込みが続いているが，半年で卒業するたあ遅参者は補講も困難であるとして，
　二月末（3月31日）までの申し込み者は聴講を認め，以後は次期に回すとした（「江蘇教育総会附設
　法政講習所広告」「申報』1908年4月2日）。
49）　前掲「江蘇教育総会法政講習所畢業紀事」。
50）前掲「本会開会一覧表」下p，83。
51）　「江蘇教育総会附設法政講習所広告」（『申報』1908年7月9日，以後7月20日までほぼ2日おき
　に掲載）。
52）
53）
54）
55）
「江蘇教育総会附設法政講習所広告」（「申報』1908年10月3日，4日，5日）。
「6呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文（蘇撫寧蘇提学同）」（「文腰」四編）甲p．13。
前掲「沓呈江督端法政畢業生請給沓出洋考察文」上p．20。
前掲「本会開会一覧表」下p．　36，pp．　41～43，および前掲「盗呈江督端法政畢業生請給盗出洋考察
　文」上pp．20～21。
56）「江督端盗文」（『文腰』三編）上pp．26～27。なおこれは「江督復江蘇教育総会文」と題して「申
　報』1908年2月20日に掲載された。
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57）前掲「本会開会一覧表」下pp．46～47，53，55。
58）　前掲「本会開会一覧表」および「本会開会一覧表（続三編）」。このほか姓名の明記されていない者
　が2名（いずれも漸江人）いる。
59）　「各省官費自費畢業学生姓名表第三冊（自宣統二年六月起至三年七月止）」（国史館蔵「教育部梢案」
　の「各省官・自費留日学生名冊」（196－014）所収）。なお，この「各省官費自費畢業学生姓名表」に
　ついては，別稿で分析をおこなっている（拙稿「明治期東京の留学生空間諸相」藤田直晴編『東京：
　巨大空間の諸相』大明堂，2001年）。
60）　前掲『荊斎八十年』pp．正7～18。
61）前掲「本会開会一覧表」下pp．83～84，および前掲「江督端盗文」上pp．27～30。なお清末の日本
　視察については，熊達雲「近代中国官民の日本視察』（山梨学院大学社会科学研究所，1998年）を参
　照。
62）　前掲「本会開会一覧表」下p．　89，前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙p．66など。
63）　前掲「本会開会一覧表」下p．87，前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙pp．18，36。ちなみに丁福
　保（字梅軒，無錫人）は，多数の著作を持っ著名な医学・数学・仏教学者で，郷里無錫においては近
　代教育の導入や教育会にも関与している（陳玉堂編「中国近現代人物名号大辞典』漸江古籍出版社，
　1993年，前掲，拙稿「清末地域社会と近代教育の導入」）。
64）前掲「本会開会一覧表」下p．86。ちなみにこの依頼に対して，教育総会は総督への申請は不要で，
　有志と連合して設立すればよいと回答している。
65）　たとえば揚州府教育会によるもの（「組織法政講習所」『申報』1908年10月30日），無錫の錫金勧
　学所・同教育会によるもの（「法政講習所補講民法」「申報』1909年7月30日）などが報じられてい
　る。
66）前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙p．　73～74。ちなみにこのケースでは「自治研究所章程がすで
　に〔中央政府の〕民政部によって上奏されており，その頒布後は章程どおりにおこなえば阻止する力
　はなくなる」と回答している。
67）
68）
69）
70）
71）
72）
73）
74）
75）
76）
77）
78）
79）
　前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙p．　50。
　「杏呈江督端箒設単級教授練習所文（蘇撫寧蘇提学同）」（『文憤」四編）甲pp．23～24。
　「逐年篶備事宜清単」（前掲「清末簿備立憲梢案史料』上冊），p．67。
　前掲「杏呈江督端本会附設法政講習所第三届畢業文」甲pp．13～14。
　前掲「本会開会一覧表（続三編）」丙p．10。
　「法政講習所将届畢業」（「申報」1908年4月16日）など。
　聴講員が比較的多い漸江・安徽・河南省を見ると（いずれも正907～8年度後期生），漸江は10人中
臨海・長興が各3人，安徽は7人中6人が婆源，河南は7人中5人が葉県となっている。
　宮崎，前掲書，pp．　200～201。
　劉寿林等編「民国職官年表」（中華書局，1995年）pp．　150，165，166。
　徐友春主編『民国人物大辞典」（河北人民出版社，1991年）。
　同上，前掲「民国職官年表』p。174。
　「江蘇諮議局行開幕礼紀事」（『申報』1909年10月16日）。
　「上海預備立憲公会附設法政講習所広告」（「申報』1909年1月26日，以下2月22日まで3日おき
　に掲載）。
80）　「預備立憲公会附設法政講習所行開講式」（『申報』1909年2月21日）。
81）　沈同芳，前掲「駐辮員沈同芳留別会所報告三年内之事略」丙p．2。
82）　同上，丙p．　3。
（2001年1月30日受付，2001年2月18日受理）
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The　Formation　of　Local　Self－Government　and　Educational
　　　　　　　　　Associations　in　Late　Qing　Dynasty　Jiangsu
TAKADA　Yukio
　　　In　1906　the　Jiangsu　General　Association　of　Education（江蘇教育総会）established　a
Lecture　Hall　on　Law　and　Administration（法政講習所）in　Shanghai．　While　initially　in－
tended　to　further　knowledge　about　law　and　administration　as　preparation　for　local　self－
government，　quickly　the　educational　association　and　other　groups　began　a　movement
seeking　the　establishment　of　a　constitution　and　of　local　self－governance　and　plans　were
developed　to　actualize　local　self－government　and　the　establishment　of　a　constitution．　As
aresult　goals　shifted　to　the　education　of　relatively　high　level　political　human　resources
and　the　fostering　of　human　resources　with　the　minimum　levels　of　knowledge　necessary
for　the　implementation　of　Iocal　self－governance．　Unlike　the　impression　given　by　its　name，
the　Lecture　Hall　on　Law　and　Administration　was　in　fact　a　place　to　take　non－members
from　the　local　elite　and　change　them　into　human　resources　for　the　realization　of　the
establishment　of　a　constitution　and　local　self－governance，　and　the　lectures　held　were　seen
as　opportunities　to　urge　these　individuals　to　join　the　General　Association　of　Education
and　to　further　build　the　human　network　for　the　constitutional　movement　which　was
formed　as　one　element　of　the　Education　group．　The　Lecture　Hall　on　Law　and
Administration　closed　after　only　3　years　and　its　activities　were　then　continued　by　the
Society　to　Prepare　for　Constitutional　Government（預備立憲公会）．
Keywords：Educatlonal　Association，　Local　self－government，　Local　elites，　Educational　Reform　in　Late
　　　　　　　　Qing　China，　Movement　to　establish　a　constitution
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